
平成最後の年が始まりました！

いつも皆様には、励ましを戴き、大変にあり
がとうございます。

本年は、１２年に一度の
亥の年の選挙。統一地方
選挙と参議院選挙があり
ます。昨年、鳥栖市で、
発達障がい児支援団体との懇談会を設け、
お声を国会質疑へと繋げて頂いた、佐賀

県本部顧問の『かわの義博』参議院議員
も全国比例区で二期目の挑戦を致します。
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『次期ごみ処理施設建設予定土地から
汚染物質が見つかった問題』（真木町）
2024年度稼働に間に合わせるため、予
定地内の別の場所（北西部）に建設する。

『鳥栖駅周辺整備事業断念』
１１月２７日発表から５日後に市長決断で
断念。総務文教委員会で、市長は「大幅
な見直しをする」と答弁。しかしながら、
執行部は 『市長より、橋上駅と自由通路
の断念以外に話は何も聞いていない。ま
ずは、ＪＲ様・県との信頼回復に数年かか
る。』 『大幅な見直しをする場合、今後、
新たな構想にむけて市民の皆様より頂
いた課題や問題解決に向けて作成する
基本設計までには数年はかかるだろう』
との答弁。では、これからどうするか？
もう一つの選択肢である、線路の下にあ
る既存の地下道を延伸して、東口改札
を新設する考え方について、執行部は
「可能性はほぼない」と断言。ＪＲ九州の
青柳社長は、東口改札を新設する意見
については、安全面への懸念を示し、

・北西部土壌調査➨１月～３月予定

・方針決定（首長会で）➨４月予定

汚染土壌の処理には、最
低でも数億円はかかるが、
橋本市長は、全額を「鳥
栖市が負担する」と表明し
ました。
また、焼却、リサイクル施
設ともに移すが、面積が
不足した場合は焼却施設
を優先し、リサイクル分の
建設地は別途、検討する
事となっています。

「具体的な検討はしてい
ない。鳥栖市から要望
があれば検討したい」
と。現状は白紙です。

次期ごみ処理施設建設予定土地 北西部に変更

建設予定地

現在

しまして、次々に

ご心配

内容に関しましては、通信をご覧ください。

『農地法違反問題』（幸津町）
弁護士の調査報告書では 『市長が１年3カ
月公表しなかったことで行政に対する不信
を招いた責任がないわけではない』とあり、
市長の責任を認めることとなり、３か月１０
０％の給与減額を賛成多数で可決しました。
しかしながら、だからと言って、農地法違反
問題が解決するわけではありません。
９月議会で市長は、『可能な限り速やかに
農地法違反の状態の是正に取り組むことが
私の責務である』と答弁されておりますが、
１２月議会の一般質問でも明らかになりま
せんでした。未だ是正策は出ておりません。

かわの義博
参議院議員



《市長》 地権者の皆様への謝罪と経緯の説明を文書で行うか、説明会を開催するのか検討し
た結果、農繁期で忙しく、集まって貰うのは申し訳ないため、市内及び県内の地権者のお宅を
訪問した。市内で会えなかった地権者と県外の地権者については文書を送付した｡
今回、弁護士の報告書にて、私の管理責任として、「事業の遅滞を招いたことの責任は軽視す
ることはできない」公表については、「少なくとも行政に対する不信を招いたという意味では責任

はないわけではない」とのご意見を受け、改めて深く反省している。今後も様々な機会を

《答弁》 新産業集積エリア整備事業は、本市が事業主体として、初めて農地転用許可を
要する工業団地の事業であります。

《答弁》 平成２８年４月から農地転用許可前に所有権移転登記を行い、農地法第５条の違反
状態。本市と地権者で締結した土地売買契約は成立。農地法第５条が未許可のため、売買契
約に基づく所有権移転の効力は発生していない。本市は農地所有権は取得していない状態。

平成30年12月
定例会

１．農地法違反問題について
２．高齢者肺炎球菌の救済措置について
３．風疹対策について
４．妊娠期からのサポートについて
５．市長答弁の｢いじめ問題に関する考え方は
受け手の受け取り方の問題である｣について

12月１０日 一般質問

◆農地法違反問題◆

②農地を取得する手続きにおいて、相談できる体制があったのか。

詳しくは、
議会HPの動画へ

➀本市は、今までに農地転用の土地を取得する事業行ったことがあるか。
事業を行う上でどのような体制としたのか。

④農地法違反状態の土地は、どうやったら、元に戻すことができるのか。

《答弁》 情報を担当課内にとどめ、担当部長以上の市上層部が不適切な事務処理を長期に
把握できなかった。農地法の知識を有した職員との連携が不十分。幹事会や整備推進本部
会議の形式化により、管理監督職の職責による実質的なチェック機能が十分果たしていない。

③農地法違反になっている土地は、現在どのような状態なのか。

【新産業集積エリア整備事業への体制】

商工振興課

企業立地係 技術職員を配置

H26年度～27年度 兼務で農業委員会事務局を配置

H28年度～ 新産業集積エリア事業推進室を設置

新産業集積エリア
整備推進本部

H25年6/24～ 【本部長】 副市長 【副本部長】 環境経済部長
【部員】➨➨
【事務局】➨

各部の部長
商工振興課H25年8月～28年6月 【本部長】 市長 【副本部長】 副市長

H28年7/1～ 【本部長】 副市長 【副本部長】 産業経済部長

※この中で、進捗状況の報告や必要事項の協議及び検討を行ってきた。

⑤違反状態を解消した場合、買収ができていない土地は、買収できるのか。

《答弁》 契約解除、用地費返金、登記を元の所有者に戻すのか。売買契約は生かしたまま、
戻すのか。現状で転用の許可が受けれないのか。検討した。県担当課や農業委員会事務局
及び弁護士等と協議を行い、農地法違反状態の是正に向けて最良の方法を模索していく。

《答弁》 地権者の皆さん等にとって、最善となる方策をとる。残りの用地買収や地元との調整
を鋭意努力しているが、すべての用地を買収するには至っていない状況。この新産業集積エ
リア整備事業は、本市の重要事業であり、用地買収の遅れは造成工事着手の遅れ及び分譲
開始の遅れとなる。これまで以上に積極的に地権者の方々等と協議・交渉を行ってまいりたい。

⑥市長に伺う。違反問題が発覚し、市民は市に対して不信感を持っている。
公の場で直接市民に謝罪すべきである。機会あるたびに謝罪をすべきではないか。



《答弁》 本市は､国の動向を注視していきたい。

➀平成30年度で65歳以上の方の予防接種
経過措置期間が終わる。接種できなかった
市民に、救済措置を設けるべきではないか。

◆高齢者肺炎球菌の救済措置◆

H26年度～H30年度9月

接種者 約 4,070人 30%

未接種者 約 10,100人
ただし、制度開始前後に
任意接種を含む

子育て中のお母さまより、
『 いじめられていると気づかなければ

いじめてもいいのか』
『悪いことは、悪い！』
『悪いことをしたら、謝る！』を教えるの
が教育ではないか。と指摘されました。
私は、これからもいじめ根絶に向け全力で
取り組んでまいります。

◆ Ｈ29年3月 市長答弁の ◆
｢いじめ問題に関する考え方は
受け手の受け取り方の問題である｣

通じて、謝罪と説明を丁寧に行っていく。
この事態を重く受け止め、今後の信頼回復
に、一丸となって再発防止に取り組む。

➀ 妊娠届出をされた方へのアンケート結果と、
課題をどのようにとらえているのか。

平成２９年度、このアンケートの結果

最近悩んだり落ち込んだりする
ある 6.8%

時々ある 44.8%

現在、不安や心配なことがある ４０１人 59.7%

おなかの子どものこと 27.8%

出産に関すること 。 20.3%

経済的なこと 。 11.9%

『深く反省する』と言われたが、
『責任がある』とは言われなかった。

◆妊娠期からのサポート◆

《答弁》 若い方の転入も多く、周りに友達や
知りあいがなく、妊娠期からを一人で過ごす方
もいる。また、様々な疾患の治療をしながら妊
娠、出産、子育てをしている方も増えている。

③佐世保より結婚で転入した方は、鳥栖に
来て間がなく､知り合いもいない。初めての妊
娠で不安が大きい。転入者の妊娠の方への
情報発信ができないか。

《答弁》若い世代に対する情報発信について、
利用しやすいSNSによる情報発信の方法等、
近隣市町の取り組みを、調査、研究する。

➀教育の原点は、子供の幸福にあります。
どんな理由があれ、『いじめは、いじめたほう
が100％悪い』と宣言をします。
市長は、『若干、飛松議員と考えが異なり、私
のいじめ問題に関する考え方は、これは受け
手の問題であるだろう、受け手の受け取り方
の問題である｣との答弁。今も同じか伺う。

◆風疹対策について◆

➀ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの２〜４倍も感染力が強いとさ
れる風疹は、せきやくしゃみなどの飛沫を介
してうつり、感染が広がる。妊娠初期の女性
が感染すると、赤ちゃんが難聴や白内障、心
臓病などを伴う「先天性風疹症候群」になる
恐れがある。本市として、風疹の抗体を持っ
ている人が少ないとされる30～50代の男性に、
抗体検査の結果、予防接種が必要な方への
助成はできないか。

《答弁》 風しんの予防は、重要なことと考えて
いる。まずは、30歳代～50歳代の男性に対し、
抗体検査をうけるようホームページ等で周知を
する。国の動向をみながら、適切に判断する。

◇ お知らせ ◇ 厚労省は公明党の提案を受け実施を発表！
●風疹対策 全国で原則無料でﾜｸﾁﾝ接種 ●高齢者肺炎球菌ﾜｸﾁﾝの定期予防接種

2019から21年度末までの約３年間 2019年度～5年間の延長決定
(1962年4/2〜79年4/1に生まれた男性が対象) （経過措置として70歳以上を対象）

《答弁》 いじめは、いじめた方が悪いことを、
まずもって申し上げる。 私の答弁において、
いじめは、受け手の受け取り方の問題であると
は、コミュニケーション能力が未成熟な子ども
たち同士では、時に、いじめるつもりはなくて
も、相手にいじめられたと受け取らせてしまう
場合があるという意味。そうしたことから、子ど
もたちはコミュニケーション能力を鍛えることが
重要であり、それが教育であろうと答弁した。



新春女性名刺交換会☆ 佐賀市 ﾎﾃﾙﾏﾘﾀｰﾚ創世
各分野で活躍されている方など佐賀県の女性の集い

2018年佐賀県本部女性局では、５０５回街頭演説を実施☆
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🎶 日頃の活動は、とびまつ妙子の
ホームページ・Facebook・Twitter・LINEで♪

◆横浜市：財政健全化について
横浜市の事業評価を学ぶ。鳥栖市は
８年ほど前に廃止している。
◆杉並区：通学路の防犯カメラと部活
動指導員の外部委託について
防犯カメラ設置による成果と部活の外
部指導員と部活動活性化事業を学んだ。
◆品川区：防災対策
防災対策を学び、しながわ防災体験館
で６つの体験。私は放水体験を。
◆鎌倉市：放課後子ども総合プラン
指定管理の取り組みを学んた。

10月30日～11月1日総務文教委員会視察☆

私は、マンホール
からの放水体験☆

安全な避難姿勢でないと危険‼

ママzﾙｰﾑ
齊藤代表

Aふぁみりーｓ

西村会長 かわの 参議院議員

11月25日 かわの義博参議院議員を迎えて
『市政報告会』を開催☆ （鳥栖まちづくり推進ｾﾝﾀｰ）

ご参加いただいた約150名の皆様、大変にありがとうございました。

◆視察で学んだことを市政へ生かしてまいります！

鳥栖工業高校駅伝部激励会へ☆

12月15日真木町子どもクラブ☆

門松作りと餅つきがあり、参加させて頂き、

子どもたちの笑顔に癒されました(*^^*)

佐賀女子短期大学
田口学長

(トビトビなるままに)

10月より議員有志で、
議員提案条例案を、
障がい関係者の皆
様よりご意見を頂き、
作成中です。
制定に向け全力で
取り組んで参ります。

1月7日新年賀詞交歓会☆

広島東洋カープ 緒方孝市監督
3連覇 記念祝賀会へ☆

横尾副市長

総勢１４０人が
出場。

隣保班の方々
と楽しい時間を
過ごしました☆

11月11日 真木町のグランドゴルフ大会☆

煙発生時の安全な
避難姿勢➨新庁舎
での取り入れを要望

鳥栖市議会の有志では、 議員提案条例
『鳥栖市障害のあるなしにかかわらず、すべての
子どもたちが共に学び、共に成長するための、保育
及び教育の環境を推進する条例(案)』作成中です。

佐賀女子短期大学
田口学長


